
平成 年度アンケート調査　総括

はじめに

　救急医療委員会では平成２０年，２１年と救急医療の実態に関するアンケート調査を行い，多くの問題点が

定量的に評価されるとともに，共有する問題点が明らかになった。同様の詳細なアンケートは一定年度ご

とに行う予定であるが，今年度は救急医療に関する法規の改正，ならびに診療報酬増額改定の要望につな

がる基礎データを収集することを目的とした。調査は回答率の上昇を期して簡略化した選択式とした。

調査期間は平成２３年２月１日から３月３１日までである。

　　回答率　

　回答率は２４．３％（対象２，４４１病院中５９５病院）であり，前回の２４％に比べ大きな伸びはなかった。３月１１

日の東日本大震災の影響も考えられる。

　　１．病院の基本情報

　■常勤医数

　　常勤医数では１〜３９人が５２．７％，４０〜９９人が２９．６％，１００人以上が１７．７％であり中小病院の実態を反

映するものである。

　■救急外来対応可能な科

　　内科９２．８％，外科８７．１％，整形外科８０．７％が上位３科である。次いで循環器科６５．２％，脳神経外科

５６．１％，泌尿器科５５．８％，小児科５４．１％が５０％を越えた。総合診療科のある病院は１６．１％，救急科

２１．７％，救急部１７．５％であった。

　■病床数

　　２０〜１９９床が３１．１％，２００〜４９９床が４７．６％，５００床以上が２１．３％でありやや大病院に偏りがある。
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　■救急体制

　　救急救命センター（ER含まず）が２．２％，救急救命センター（ER含む）が１３．８％，二次救急が８４％

であり，救急救命センター（１６％）が実態よりは多い。

■DPC病院

　　６４．８％と予想外にDPC病院が多く，本調査回答病院の特徴と言える。

　　２．救急車不応需率

　以下は平成１８年度あるいは１９年度と２１年度の比較としたので１８年度と１９年度の比較はできない。

（ ）　年間救急車受け入れ台数

　　二次救急病院が８４％を占めることから，年間４９９台以下すなわち１日１．５台以下の病院が１８年度／１９年

度：１３．３％／２１．３％あった。粗平均値（中央値に件数をかけた平均）は１８年度／１９年度が２０９５台，２１

年度が２１４４台で２．３％の増加である。

　〔 年度／ 年度と 年度の増減率〕
　　増加が４７．２％，減少が５２．９％と相半ばしている。２０％以上増加９．０％，２０％以上減少９．８％もほぼ等し

い。粗平均値は−０．４％であった。

（ ）　救急車からの入院率

　　１８年度／１９年度とも４０〜４９％にピークがあり，２１年度との比較では増加４４．４％，不変２９．９％，減少

２５．６％と全体として増加傾向にある。粗平均値では１８年度／１９年度が４１．６％，２１年度が４２．７％であった。

入院率の変化の平均は　＋０．９％であり，救急車搬送に軽症患者が増えているとは言えない。

（ ）　救急車不応需率

　　救急車不応需率（受け入れ不能率）を自院で調べている病院は３３％に止まった。いわゆる「たらいま

わし」がメデイアをにぎわすようになったのが平成１９年頃であるので平成１８年度のデータを持っている

病院はわずか１７病院であり，１９年度が１４４病院であった。１８年度／１９年度とも４．９％以下にピークがある

ものの４０％以上も１９年度で１１．１％ある。１８年度／１９年度の粗平均値は１８．９％であった。

　　２１年度との比較では減少３０．６％，不変３６．３％，増加３３．１％と全体としては増加，減少が合い半ばして

おり平均値としては変わらない。

　　３．時間外救急患者の動向

（ ）救急外来患者の増減

　１）　救急救命センター（ER含まず：１３病院）

　　１８年度／１９年度と２１年度の比較では増加５３．８％，減少４６．２％である。１０％以上増加３０．８％，１０％以

上減少１５．４％とばらつきがある。

　２）　救急救命センター（ER含む：８２病院）

　　増加４８．７％，減少５１．３％である。１０％以上増加２１．９％，１０％以上減少２５．７％でほぼ等しい。
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　３）　二次救急病院（４７９病院）

　　二次救急病院では１日〜９人にピークがあり，粗平均値は１６．２人であった。増加４４．３％，減少

５５．７％である。１０％以上増加１０．５％，１０％以上減少２１．９％で減少傾向にある。

（ ）救急外来患者の入院率

　１）　救急救命センター（ER含まず：１２病院）　

　　粗平均値は５８．４％であった。１８年度／１９年度と２１年度の比較では不変，６６．７％，増加１６．７％，減少

１６．７％と平均値としては不変である。

　２）　救急救命センター　（ER含む：８１病院）

　　１０．０〜１４．９％にピークがあり，粗平均値は１８．３％であった。不変，４０．７％，増加４３．２％，減少

１６．１％と増加している。

　３）　二次救急病院（４６４病院）

　　１０．０〜１４．９％にピークがあり，粗平均値は１７．０％であった。不変，３９．０％，増加３６．７％，減少

２４．４％と増加傾向にある。

（ ）救急外来（業務時間内救急車を含む）からの入院患者が全入院患者に占める割合

　　４．９％以下から５０．０％以上まで全体に分散しており，粗平均値は２１．０％であった。１８年度／１９年度と

２１年度の比較では不変，４１．４％，増加３１．６％，減少２７．０％と全体としては不変である。

（ ）　救急患者の増減の要因として医療圏内医療資源の減少（救急外来の閉鎖・縮小）によ
るドミノ現象があるか否かに関連して

　　１８年度／１９年度と２１年度の比較では不変，６１．２％，増加５．９％，減少３２．９％と医療資源が減少してい

ることが見て取れる。

　　４．救急外来原価計算

　救急外来の原価計算をしたことのある病院はわずか６２病院にとどまった。黒字の病院は１１．３％にとど

まり，赤字が８５．５％で月当たり５００万円以上の赤字病院が４８．４％に上る。粗平均値は３１３万円の赤字である。

　　５．救急外来における未集金（２３年１月単月）

）発生件数

　　９件以下が４３．１％である一方，５０件以上が１７．１％に上る。粗平均値は２２．３件である。

）全救急外来受診患者に占める率

　　１．９％以下が４９．９％である一方，１０％以上が１１．５％に上る。粗平均値は３．７％である。

）発生金額

　　２９万円以下が６４．２％である一方，１５０万円以上が４．９％に上る。粗平均値は３９．６万円であった。
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　　６．医師の当直業務に関する解釈の不統一に関する問題

　医師の当直業務に関して労働基準局から指導を受けたことがある病院は７３病院（１２．７％）に上った。

「労働基準法に基づく宿日直業務の範囲を超えている」が６１．６％，「宿日直業務の回数が過剰である」が

１６．４％であった。

　その対応としては，「現状を維持した」が３０．８％，「当直料から時間外手当とした」が２０．０％であった。

救急外来を閉鎖した病院は無い。

　　７．時間外外来自己負担金（選定療養費）

　選定療養費を徴収している病院は８５病院（１４．６％）と予想外に多かった。ほとんどの病院　（９１．８％）　

が徴収する際に条件を設けており，徴収額は１，９９９円以下から１万円以上まで均等に分布していた。粗平

均額は４，９１６円である。

　その結果，時間外外来患者は７９．９％の病院で減少しており（３０〜３９．９％減少が１４％ある）効果は明らか

である。粗平均値は−８．５％であった。

　　８．終末期医療

　日本救急医学会終末期医療のあり方検討委員会のガイドライン　「救急医療における終末期医療に関す

る提言」を救急医療の現場が「知っている」病院が５９．７％，「提言」を利用している病院は，５８．５％に上

った。

　　９．検　死

　監察医制度がある（東京，大阪，名古屋，横浜，神戸）病院が１５．６％，ない病院が８４．４％であった。

　検死件数は１９件以下が平成１８年度７３．２％，２１年度６８．９％であり，粗平均値は平成１８年度２３．８件，２１年

度２６．２件であり１０％の増加である。

　救急外来における行政解剖・司法解剖は「あり」が平成１８年度１６．５％，２１年度１７．９％であった。粗平均

値は平成１８年度０．６件，２１年度０．７４件であり１５％の増加である。

　小児の行政解剖・司法解剖は「あり」が平成１８年度３．３％，２１年度４．０％であり，極めて少ない。　

　　１０．Ai（Autopsy imaging：死亡時画像診断）

　行っている病院が２７６病院（４８．８％）に上った。このうち，３７．７％の病院では病院負担で行っている。
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平成 年度　救急医療に関するアンケート調査
１．調査対象施設 ２，４４１ヵ所

２．回答施設 ５９５ヵ所

３．回答率 ２４．３％

４．調査期間 平成２３年２月１日〜平成２３年３月３１日

①病院の基本情報
　●地域別

　●都道府県別

　●設立母体
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, 
76, 13%

, 147, 25%

, 53, 9%

, 
200, 33%

, 58, 
10%

, 61, 
10%

構成比件数地域

１２．８％７６北海道・東北

２４．７％１４７関東

８．９％５３北陸・甲信越

３３．６％２００東海・近畿

９．７％５８中国・四国

１０．３％６１九州・沖縄

１００．０％５９５合計

構成比件数都道府県構成比件数都道府県構成比件数都道府県

１．５％９岡山０．７％４石川５．０％３０北海道

２．０％１２広島１．２％７福井１．５％９青森

１．２％７山口０．５％３山梨１．０％６岩手

０．３％２徳島１．８％１１長野１．０％６宮城

１．３％８香川１．８％１１岐阜１．７％１０秋田

１．３％８愛媛２．７％１６静岡１．２％７山形

１．２％７高知７．１％４２愛知１．３％８福島

４．７％２８福岡１．２％７三重２．２％１３茨城

０．３％２佐賀１．３％８滋賀１．７％１０栃木

１．０％６長崎４．７％２８京都１．８％１１群馬

１．７％１０熊本７．２％４３大阪２．９％１７埼玉

０．７％４大分４．５％２７兵庫４．２％２５千葉

０．２％１宮崎１．３％８奈良７．６％４５東京

０．８％５鹿児島１．７％１０和歌山４．４％２６神奈川

０．８％５沖縄０．５％３鳥取３．４％２０新潟

１００．０％５９５合計０．３％２島根１．３％８富山

構成比件数母体

２．４％１４国立

２３．９％１４２自治体

２６．６％１５８公的

４７．２％２８１私的

１００．０％５９５合計

, 14, 2%

, 142, 
24%

, 158, 27%

, 281, 47%

地域別

設立母体



　■常勤医数

　■救急外来対応可能な科

　　＊別紙１参照（９９ページ）

　■病床数
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構成比件数人数

３０．８％１８０１〜１９人

２１．９％１２８２０〜３９人

１５．４％９０４０〜５９人

８．２％４８６０〜７９人

６．０％３５８０〜９９人

１２．６％７４１００〜１９９人

５．１％３０２００人以上

１００．０％５８５合計

1 19 , 180, 
31%

20 39 , 128, 
22%40 59 , 90, 

15%

60 79 , 48, 
8%

80 99 , 35, 
6%

100 199 , 
74, 13%

200 , 30, 
5%

1 19

20 39

40 59

60 79

80 99

100 199

200

552

135

287

388

196
175

134

322

73

518

184

273

74 82

334

178

480

172

266

332

251
261

96
129

104
105

0

100

200

300

400

500

600

割合件数科目

９２．８％５５２内科

２２．７％１３５神経科

４８．２％２８７呼吸器科

６５．２％３８８循環器科

３２．９％１９６腎臓内科

２９．４％１７５代謝内分泌内科

２２．５％１３４血液内科

５４．１％３２２小児科

１２．３％７３新生児科

８７．１％５１８外科

３０．９％１８４呼吸器外科

４５．９％２７３消化器外科

１２．４％７４代謝内分泌外科

１３．８％８２小児外科

５６．１％３３４脳神経外科

２９．９％１７８心臓血管外科

８０．７％４８０整形外科

２８．９％１７２形成外科

４４．７％２６６産婦人科

５５．８％３３２泌尿器科

４２．２％２５１耳鼻咽喉科

４３．９％２６１眼科

１６．１％９６総合診療科

２１．７％１２９救急科

１７．５％１０４救急部

１７．６％１０５その他＊

−−合計

構成比回答数病床数

３１．１％１８５２０〜１９９

４７．６％２８３２００〜４９９

２１．３％１２７５００〜

１００．０％５９５合計 185

283

127

0

50

100

150

200

250

300

20 199 200 499 500

救急外来対応可能な科

病床数

常勤医数



　■救急体制

　■DPC病院で

②救急車不応需率
　■年間救急車受け入れ台数

　（ ） 年度／ 年度

　（ ） 年度
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構成比回答数救急体制

２．２％１３救急救命センター（ER含まず）

１３．８％８２救急救命センター（ER含む）

８４．０％５００二次救急

１００．０％５９５合計 13
82

500

-50
50

150
250
350
450
550

構成比回答数DPC

６４．８％３７７ある

３５．２％２０５ない

１００．０％５８２合計

377

205

0

100

200

300

400

10

16 16

27

6

0
0
5

10
15
20
25
30

構成比H１８年度台数

１３．３％１０〜４９９

２１．３％１６５００〜９９９

２１．３％１６１，０００〜１，９９９

３６．０％２７２，０００〜４，９９９

８．０％６５，０００〜９，９９９

０．０％０１０，０００以上

１００．０％７５合計

構成比H１９年度台数

２１．３％１１０〜４９９

１６．８％８７５００〜９９９

２２．８％１１８１，０００〜１，９９９

３０．６％１５８２，０００〜４，９９９

８．３％４３５，０００〜９，９９９

０．０％1１０，０００以上

１００．０％５１７合計

110
87

118

158

43

1
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構成比H１９年度台数

２１．３％１１０〜４９９

１６．８％８７５００〜９９９

２２．８％１１８１，０００〜１，９９９

３０．６％１５８２，０００〜４，９９９

８．３％４３５，０００〜９，９９９

０．０％1１０，０００以上

１００．０％５１７合計

124
102

131

180

56

1
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救急体制

年間救急車受入台数（H 年度）

DPC病院で

年間救急車受入台数（H 年度）

年間救急車受入台数（H 年度）



　（ ）増減率

　■救急車からの入院率

　（ ）平成 年度／ 年度

　（ ）平成 年度

　（ ）入院率の変化（ 年度と ／ 年度との差）
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58
78

177
144

82
53

0

50

100

150

200

構成比増減率

９．８％５８２０％以上減少

１３．２％７８１９〜１０％減少

２９．９％１７７９％〜減少

２４．３％１４４〜９％増加

１３．９％８２１０〜１９％増加

９．０％５３２０％以上増加

１００．０％５９２合計

構成比H１８年度入院率

６．２％４１０％未満

３．１％２１０〜１９％

１０．８％７２０〜２９％

２１．５％１４３０〜３９％

２９．２％１９４０〜４９％

１３．８％９５０〜５９％

７．７％５６０〜６９％

３．１％２７０〜７９％

１．５％１８０〜８９％

３．１％２９０〜１００％

１００．０％６５合計

4
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7

14
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9
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構成比H１９年度入院率

６．０％３０１０％未満

４．８％２４１０〜１９％

１１．８％５９２０〜２９％

２４．３％１２１３０〜３９％

２５．１％１２５４０〜４９％

１５．７％７８５０〜５９％

６．２％３１６０〜６９％

３．６％１８７０〜７９％

１．２％６８０〜８９％

１．２％６９０〜１００％

１００．０％498合計

30 24

59

121 125

78
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構成比H２１年度入院率

５．６％３２１０％未満

４．９％２８１０〜１９％

１０．１％５８２０〜２９％

２１．３％１２２３０〜３９％

２５．３％１４５４０〜４９％

１９．５％１１２５０〜５９％

７．７％４４６０〜６９％

３．０％１７７０〜７９％

１．０％６８０〜８９％

１．６％９９０〜１００％

１００．０％５７３合計

32 28

58
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44
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構成比入院率の変化

１１．２％６３５．０％以上減少

１４．４％８１４．９〜１．０％減少

２９．９％１６８０．９％減少〜０．９％増加

２６．３％１４８１．０〜４．９％増加

１８．１％１０２５．０％以上増加

１００．０％５６２合計

63
81

168
148

102
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救急車からの入院率（H 年度）

増減率

入院率の変化

救急車からの入院率（H 年度）

救急車からの入院率（H 年度）



　■年間救急車不応需率

　※年間救急車不応需率の統計を独自に調査

　（ ）平成 年度／ 年度

　（ ）不応需率の変化

③時間外救急患者の動向
　■救急外来患者の増減

　 ）救命救急センター（ER含まず）
　（ ）平成 年度／ 年度
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構成比統計調査

３３．１％１９７している

６６．９％３９８していない

１００．０％５９５合計 197

398

0

200

400
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6

2

3 3

2

1
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7

4.9% 5.0 9.9% 10.0 19.9% 20.0 29.9% 30.0 39.9% 40.0%

構成比H１８年度不応需率

３５．３％６４．９％以下

１１．８％２５．０〜９．９％

１７．６％３１０．０〜１９．９％

１７．６％３２０．０〜２９．９％

１１．８％２３０．０〜３９．９％

５．９％１４０．０％以上

１００．０％１７合計

構成比H１９年度不応需率

２４．３％３５４．９％以下

１２．５％１８５．０〜９．９％

１８．８％２７１０．０〜１９．９％

１７．４％２５２０．０〜２９．９％

１６．０％２３３０．０〜３９．９％

１１．１％１６４０．０％以上

１００．０％１４４合計

35

18

27 25 23

16

0
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40

4.9% 5.0 9.9% 10.0 19.9% 20.0 29.9% 30.0 39.9% 40.0%

構成比不応需率の変化

１８．１％２９５．０％以上減少

１２．５％２０４．９〜１．０％減少

３６．３％５８０．９％減少〜０．９％増加

１７．５％２８１．０〜４．９％増加

７．５％１２５．０〜９．９％増加

８．１％１３１０．０％以上増加

１００．０％１６０合計

29
20

58

28

12 13
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構成比H１８年度年間症例数

１００．０％２〜４，９９９

０．０％０５，０００〜９，９９９

０．０％０１０，０００〜１９，９９９

０．０％０２０，０００〜２９，９９９

０．０％０３０，０００〜３９，９９９

０．０％０４０，０００〜４９，９９９

０．０％０５００００〜５９，９９９

０．０％０６０，０００以上

１００．０％２合計

2

0 0 0 0 0 0 0
0

1

2

3

年間救急車不応需率を独自に調査

年間救急車不応需率（H 年度）

年間救急車不応需率（H 年度）

不応需率の変化

救急外来患者数（H 年度）



　（ ）平成 年度

　（ ）増減率

　 ）救命救急センター（ER含む）
　（ ）平成 年度／ 年度
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構成比H１９年度年間症例数

４５．５％５〜４，９９９

１８．２％２５，０００〜９，９９９

２７．３％３１０，０００〜１９，９９９

９．１％１２０，０００〜２９，９９９

０．０％０３０，０００〜３９，９９９

０．０％０４０，０００〜４９，９９９

０．０％０５００００〜５９，９９９

０．０％０６０，０００以上

１００．０％１１合計

5

2

3

1

0 0 0 0
0

1

2

3

4

5

6

度構成比H２１年年間症例数

６１．５％８〜４，９９９

７．７％１５，０００〜９，９９９

２３．１％３１０，０００〜１９，９９９

７．７％１２０，０００〜２９，９９９

０．０％０３０，０００〜３９，９９９

０．０％０４０，０００〜４９，９９９

０．０％０５００００〜５９，９９９

０．０％０６０，０００以上

１００．０％１３合計

8

1

3

1
0 0 0 0

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

構成比増減率

１５．４％２２０％以上減少

０．０％０１９〜１０％減少

３０．８％４９％〜減少

２３．１％３〜９％増加

２３．１％３１０〜１９％増加

７．７％１２０％以上増加

１００．０％１３合計

2

0

4

3 3

1

0

1

2

3

4

5

構成比H１８年度年間症例数

０．０％０〜４，９９９

７．７％１５，０００〜９，９９９

２３．１％３１０，０００〜１９，９９９

３０．８％４２０，０００〜２９，９９９

３０．８％４３０，０００〜３９，９９９

７．７％１４０，０００〜４９，９９９

０．０％０５００００〜５９，９９９

０．０％０６０，０００以上

１００．０％１３合計

0

1

3

4 4

1

0 0
0
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3

4

5

構成比H１９年度年間症例数

１０．１％７〜４，９９９

７．２％５５，０００〜９，９９９

２４．６％１７１０，０００〜１９，９９９

３６．２％２５２０，０００〜２９，９９９

１３．０％９３０，０００〜３９，９９９

５．８％４４０，０００〜４９，９９９

１．４％１５００００〜５９，９９９

１．４％１６０，０００以上

１００．０％６９合計

7 5
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25
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30

救急外来患者数（H 年度）

救急外来患者数（H 年度）

増減率

救急外来患者数（H 年度）

救急外来患者数（H 年度）



　（ ）平成 年度

　（ ）増減率

　 ）二次救急病院
　（ ）平成 年度／ 年度

　（ ）平成 年度
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構成比H２１年度年間症例数

７．３％６〜４，９９９

８．５％７５，０００〜９，９９９

３０．５％２５１０，０００〜１９，９９９

２８．０％２３２０，０００〜２９，９９９

１５．９％１３３０，０００〜３９，９９９

４．９％４４０，０００〜４９，９９９

３．７％３５００００〜５９，９９９

１．２％１６０，０００以上

１００．０％８２合計

6 7

25 23

13

4 3 1
0
5

10
15
20
25
30

構成比増減率

９．８％８２０％以上減少

１５．９％１３１９〜１０％減少

２５．６％２１９％〜減少

２６．８％２２〜９％増加

８．５％７１０〜１９％増加

１３．４％１１２０％以上増加

１００．０％８２合計

8

13

21 22

7
11
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構成比H１８年度１日平均患者数

４１．２％２１〜９人

２３．５％１２１０〜１９人

１７．６％９２０〜２９人

７．８％４３０〜３９人

３．９％２４０〜４９人

５．９％３５０人以上

１００．０％５１合計

21
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構成比H１９年度１日平均患者数

４５．８％１９７〜９人

２６．３％１１３１０〜１９人

１２．８％５５２０〜２９人

７．４％３２３０〜３９人

１．９％８４０〜４９人

５．８％２５５０人以上

１００．０％４３０合計

197

113
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構成比H１８年度１日平均患者数

４６．１％２２４〜９人

２４．７％１２０１０〜１９人

１４．０％６８２０〜２９人

６．６％３２３０〜３９人

３．１％１５４０〜４９人

５．６％２７５０人以上

１００．０％４８６合計

224
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救急外来患者数（H 年度）

増減率

救急外来患者数（H 年度）

救急外来患者数（H 年度）

救急外来患者数（H 年度）



　（ ）増減率

　■救急外来患者の入院率

　 ）救命救急センター（ER含まず）
　（ ）平成 年度／ 年度

　（ ）平成 年度

　（ ）入院率の変化
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報
告

２２

資　
　

料

構成比増減率

１２．５％６０２０％以上減少

９．４％４５１９〜１０％減少

３３．８％１６２９％〜減少

３３．８％１６２〜９％増加

６．３％３０１０〜１９％増加

４．２％２０２０％以上増加

１００．０％４７９合計

60
45

162 162
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0
20
40
60
80

100
120
140
160
180

度構成比H１８年入院率

０．０％０３０〜４９％

０．０％０５０〜６９％

０．０％０７０〜８９％

１００．０％２９０〜１００％

１００．０％２合計

0 0 0

2
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1
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3

30 49% 50 69% 70 89% 90 100%

構成比H１９年度入院率

８０．０％８３０〜４９％

１０．０％１５０〜６９％

０．０％０７０〜８９％

１０．０％１９０〜１００％

１００．０％１０合計

8

1
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1
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9

30 49% 50 69% 70 89% 90 100%

構成比H２１年度入院率

６６．７％８３０〜４９％

８．３％１５０〜６９％

０．０％０７０〜８９％

２５．０％３９０〜１００％

１００．０％１２合計

8

1
0

3

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

30 49% 50 69% 70 89% 90 100%

構成比入院率の変化

１６．７％２５．０％以上減少

０．０％０４．９〜１．０％減少

６６．７％８０．９％減少〜０．９％増加

１６．７％２１．０〜４．９％増加

０．０％０５．０〜９．９％増加

０．０％０１０．０％以上増加

１００．０％１２合計

2

0

8

2

0 0
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

増減率

救急外来患者の入院率（H 年度）

救急外来患者の入院率（H 年度）

救急外来患者の入院率（H 年度）

入院率の変化



　 ）救急救命センター（ER含む）
　（ ）平成 年度／ 年度

　（ ）平成 年度

　（ ）入院率の変化（ 年度と ／ 年度との差）

　 ）二次救急病院
　（ ）平成 年度／ 年度
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構成比H１８年度入院率

０．０％０４．９％以下

９．１％１５．０〜９．９％

４５．５％５１０．０〜１４．９％

１８．２％２１５．０〜１９．９％

１８．２％２２０．０〜２９．９％

９．１％１３０．０％以上

１００．０％１１合計

0

1

5

2 2

1

0

1

2

3

4

5

6

4.9% 5.0 9.9% 10.0 14.9% 15.0 19.9% 20.0 29.9% 30.0%

構成比H１９年度入院率

４．３％３４．９％以下

１１．４％８５．０〜９．９％

２８．６％２０１０．０〜１４．９％

２１．４％１５１５．０〜１９．９％

２１．４％１５２０．０〜２９．９％

１２．９％９３０．０％以上

１００．０％７０合計 3

8
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15 15
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4.9% 5.0 9.9% 10.0 14.9%15.0 19.9% 20.0 29.9% 30.0%

構成比H２１年度入院率

２．５％２４．９％以下

１３．６％１１５．０〜９．９％

４０．７％３３１０．０〜１４．９％

２８．４％２３１５．０〜１９．９％

９．９％８２０．０〜２９．９％

４．９％４３０．０％以上

１００．０％８１合計
2

11

33

23

8
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構成比入院率の変化

２．５％２５．０％以上減少

１３．６％１１４．９〜１．０％減少

４０．７％３３０．９％減少〜０．９％増加

２８．４％２３１．０〜４．９％増加

９．９％８５．０〜９．９％増加

４．９％４１０．０％以上増加

１００．０％８１合計

2
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構成比H１８年度入院率

１４．６％７４．９％以下

１４．６％７５．０〜９．９％

２５．０％１２１０．０〜１４．９％

２０．８％１０１５．０〜１９．９％

１０．４％５２０．０〜２９．９％

１４．６％７３０．０％以上

１００．０％４８合計
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救急外来患者の入院率（H 年度）

救急外来患者の入院率（H 年度）

救急外来患者の入院率（H 年度）

入院率の変化

救急外来患者の入院率（H 年度）



　（ ）平成 年

　（ ）入院率の変化

　■救急外来（業務時間内救急車を含む）からの入院患者が病院全体の入院患者に占める割合

　（ ）平成 年度／ 年度
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45
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構成比H１９年度入院率

１０．８％４５４．９％以下

１５．６％６５５．０〜９．９％

２１．２％８８１０．０〜１４．９％

２０．４％８５１５．０〜１９．９％

１７．３％７２２０．０〜２９．９％

１４．７％６１３０．０％以上

１００．０％４１６合計

構成比H２１年度入院率

１１．５％５４４．９％以下

１４．５％６８５．０〜９．９％

２０．０％９４１０．０〜１４．９％

１９．８％９３１５．０〜１９．９％

１８．７％８８２０．０〜２９．９％

１５．５％７３３０．０％以上

１００．０％４７０合計

54

68

94 93 88
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構成比入院率の変化

５．４％２５５．０％以上減少

１９．０％８８４．９〜１．０％減少

３９．０％１８１０．９％減少〜０．９％増加

２６．３％１２２１．０〜４．９％増加

６．７％３１５．０〜９．９％増加

３．７％１７１０．０％以上増加

１００．０％４６４合計

25

88

181
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構成比H１８年度割合

２４．１％１４４．９％以下

８．６％５５．０〜９．９％

１３．８％８１０．０〜１４．９％

６．９％４１５．０〜１９．９％

２０．７％１２２０．０〜２９．９％

１２．１％７３０．０〜３９．９％

６．９％４４０．０〜４９．９％

６．９％４５０．０％以上

１００．０％５８合計
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構成比H１９年度割合

２１．６％１０３４．９％以下

６．９％３３５．０〜９．９％

１１．３％５４１０．０〜１４．９％

１０．９％５２１５．０〜１９．９％

２２．０％１０５２０．０〜２９．９％

１５．１％７２３０．０〜３９．９％

８．４％４０４０．０〜４９．９％

３．８％１８５０．０％以上

１００．０％４７７合計

103
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救急外来患者の入院率（H 年度）

救急外来患者の入院率（H 年度）

入院率の変化

救急外来からの入院患者の割合（H 年度）

救急外来からの入院患者の割合（H 年度）



　（ ）平成 年度

　（ ）割合の変化（ 年度と ／ 年度の差）

　■救急医療資源（救急外来の閉鎖・縮小）の増減について

　（ ） 年度／ 年度に比して 年度は医療圏内の救急医療資源（救急告示病院数など）が

④救急外来原価計算のお尋ね（二次救急病院に限る）
　■計算方法は問いませんが救急外来の原価計算をしたことが

　■ある場合，検討月当たり
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構成比割合

２１．１％１１４４．９％以下

８．５％４６５．０〜９．９％

１１．６％６３１０．０〜１４．９％

１０．２％５５１５．０〜１９．９％

２０．７％１１２２０．０〜２９．９％

１６．８％９１３０．０〜３９．９％

７．０％３８４０．０〜４９．９％

４．１％２２５０．０％以上

１００．０％５４１合計
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構成比割合の変化

７．０％３７５．０％以上減少

２０．０％１０６４．９〜１．０％減少

４１．４％２２００．９％減少〜０．９％増加

２３．９％１２７１．０〜４．９％増加

５．６％３０５．０〜９．９％増加

２．１％１１１０．０％以上増加

１００．０％５３１合計

37
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220
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構成比増減

５．９％３０増加

６１．２％３１２不変

３２．９％１６８減少

１００．０％５１０合計
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構成比回答数

１１．９％６２ある

８８．１％４６１ない

１００．０％５２３合計

構成比回答数

４８．４％３０５００万以上の赤字

１６．１％１０４９９〜２５０万の赤字

２１．０％１３２４９〜５０万の赤字

３．２％２４９万の赤字〜４９万の黒字

６．５％４５０〜２４９万の黒字

０．０％０２５０万〜４９９万の黒字

４．８％３５００万以上の黒字

１００．０％６２合計

30
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救急外来からの入院患者の割合（H 年度）

割合の変化

救急医療資源の増減

救急外来原価計算

検討月当たり



⑤救急外来における未収金

　■発生件数

　■全救急外来受診患者に占める率

　■発生金額

⑥医師の当直業務に関する解釈の不統一に関する問題

　■医師の当直業務に関して労働基準局から指導を受けたことが

　■ある場合，具体的内容

　　＊別紙２参照（９９ページ） 
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構成比回答数件数

４３．１％１９７９件以下

１６．４％７５１０〜１９件

７．７％３５２０〜２９件

１５．８％７２３０〜４９件

１７．１％７８５０件以上

１００．０％４５７合計
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構成比回答数割合

４９．９％２２１１．９％以下

１７．８％７９２．０〜３．９％

９．９％４４４．０〜５．９％

６．５％２９６．０〜７．９％

４．３％１９８．０〜９．９％

１１．５％５１１０．０％以上

１００．０％４４３合計

221

79
44 29 19
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構成比回答数金額

６４．２％２８９２９万円以下

１９．６％８８３０〜６９万円

４．７％２１７０〜８９万円

３．１％１４９０〜１１９万円

３．６％１６１２０〜１４９万円

４．９％２２１５０万円以上

１００．０％４５０合計

289
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構成比回答数

１２．７％７３ある

８７．３％５０４ない

１００．０％５７７合計
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構成比回答数内容

６１．６％４５宿日直業務の範囲を超えている

１６．４％１２宿日直業務の回数が過剰である

２１．９％１６その他＊

１００．０％７３合計

45
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発生件数

全救急外来受診患者に占める率

発生金額

指導を受けたことが

具体的内容



　■病院の行った対応

　　＊別紙３参照（１００ページ）

⑦時間外外来事故負担金（選定療養費）

　■時間外外来自己負担金を

　■徴収している場合，徴収する条件が

　（ ）徴収額

　（ ）徴収前後での時間外外来患者の増減率（比較期間等は最も実態を反映していると思われるもので結構です）
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構成比回答数対応

３０．８％２０現状を維持した

４．６％３２交代制とした

２０．０％１３当直料から時間外手当とした

１．５％１救急外来を縮小した

０．０％０救急外来を閉鎖した

４３．１％２８その他＊

１００．０％６５合計

20
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１４．６％８５徴収している

８５．４％４９７徴収していない

１００．０％５８２合計
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９１．８％７８ある

８．２％７ない

１００．０％８５合計
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構成比回答数徴収額

１５．４％１２１，９９９円以下

１７．９％１４２，０００〜２，９９９円

２９．５％２３３，０００〜４，９９９円

２９．５％２３５，０００〜９，９９９円

７．７％６１０，０００円以上

１００．０％７８合計
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２０．９％９増加

７２．１％３１９．９％以下減少

７．０％３１０．０〜１９．９％減少

７．０％３２０．０〜２９．９％減少

１４．０％６３０．０〜３９．９％減少

０．０％０４０．０％以上減少

１００．０％４３合計
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⑧終末期医療

　■日本救急医学会終末期医療のあり方検討委員会のガイドライン「救急医療における終末期医療に関する提言」を現場が

　■知っている場合，「提言」を利用していますか

⑨検死

　■監察医制度が

　■ある場合

　■救急外来における年間検死数（死体検案書数）の変化

　（ ）平成 年度
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構成比回答数

５９．７％３１８知っている

４０．３％２１５知らない

１００．０％５３３合計

318
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５８．５％１８６している

４１．５％１３２していない

１００．０％３１８合計

186

132
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１５．６％８６ある

８４．４％４６６ない

１００．０％５５２合計
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構成比回答数

３６．０％３１東京

３０．２％２６大阪

１５．１％１３名古屋

１０．５％９横浜

８．１％７神戸

１００．０％８６合計

構成比回答数件数

７３．２％３４７１９件以下

１０．８％５１２０〜３９件

５．９％２８４０〜５９件

１．１％５６０〜７９件

２．１％１０８０〜９９件

７．０％３３１００件以上

１００．０％４７４合計

347
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　（ ）平成 年度

　■救急外来における行政解剖・司法解剖数の変化

　（ ）平成 年度

　（ ）平成 年度

　■そのうち小児の行政解剖・司法解剖数

　（ ）平成 年度

　（ ）平成 年度
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構成比回答数件数

９６．０％４３７無し

３．７％１７２件以下

０．２％１３〜６件

０．０％０６〜１０件

０．０％０１０件以上

１００．０％４５５合計

構成比回答数件数

６８．９％３３３１９件以下

１１．２％５４２０〜３９件

６．８％３３４０〜５９件

３．５％１７６０〜７９件

２．１％１０８０〜９９件

７．５％３６１００件以上

１００．０％４８３合計

333
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８３．５％４０１無し

１３．３％６４４件以下

１．９％９５〜９件

０．２％１１０〜１４件

０．２％１１５〜１９件

０．８％４２０件以上

１００．０％４８０合計

401

64
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０．６％３１０〜１４件

０．０％０１５〜１９件

１．１％５２０件以上

１００．０％４７５合計
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１００．０％４５９合計

444
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⑩Ai（Autopsy Imaging：死亡時画像診断）

　■Aiを

　■行っている場合，診療報酬はどうしていますか

　（別紙１）■救急外来対応可能な科（その他）　

〈その他コメント〉
・対応可能な科目は時間帯によって異なる

・内科系，外科系各１名ずつ勤務

・救急科でまず診察を行い，医師が他科の診療が必要と判断すれば該当科が対応する。

・外科系として交代して当直している

・原則全て受け入れている

（別紙２）■医師の当直業務に関して労働基準局から指導を受けた内容（その他）
・宿直明けの長時間勤務を回避するよう指導があった。

・宿日直中の勤務の態様

・当院の宿日直業務は，業務量が過多になっており宿日直業務としては適さない。

・平成１６年及び１８年に宿日直許可を受け，その後平成２２年に別途宿日直許可申請を提出したところ，５ヶ月

あまりに渡り結論が出ず，現在も検討中とのことであり，困窮している。

・割増料金を支払っていない。
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構成比回答数

４８．８％２７６行っている

５１．２％２９０行っていない

１００．０％５６６合計

276

290

265

270

275

280

285

290

295

構成比回答数

３７．７％１０４病院負担

６２．３％１７２その他

１００．０％２７６合計
104

172
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件数科目件数科目件数科目

４２皮膚科２循環器内科３アレルギー科

１病理科８消化器科１核医学科

２病理診断科２２消化器内科１救急救命センター

５婦人科１神経精神科１矯正歯科

１ペインクリニック２１神経内科１胸部・血管外科

２２放射線科１人工透析科１胸部・乳腺外科

１放射線診断科１人工透析内科１胸部外科

１放射線治療科１心臓救急ホットライン１外科系

１放射線内科１腎臓透析内科１血液膠原病科

２４麻酔科５心療内科３口腔外科

８リウマチ科１３精神科１高度救命救急センター

１リウマチ内科５精神神経科２肛門科

１リウマチアレルギー内科１大腸肛門科１肛門外科

１１リハビリテーション科１糖尿病・内分泌内科１呼吸器内科

１臨床検査科１糖尿病内科６歯科

１老年精神科１内科系の診療科１７歯科口腔外科

１老年内科２内視鏡外科１集中治療科

４乳腺外科２腫瘍内科

Ai

診療報酬



・宿日直業務明けの午後を休みにするよう指導を受けた。

・当直時間中の労働時間を適切に把握し，把握した労働時間に対し，時間外割増賃金を支払うこと。

・宿日直時の賃金について

・宿日直手当と時間外勤務手当について

・通常の勤務態様であるため，宿日直勤務にあたらないので，改善するよう指導を受けた。

・医師の宿直及び日直勤務について，時間外割増賃金の対象としていないため，法定額と宿日直手当との差

額を支払っていないこと。

・医師の宿直勤務について，２２時から５時までの深夜勤務に対して２割５分以上の率による深夜割増賃金を

支払っていないこと。

・時間外手当の支給をほのめかされた。

・非常勤医師などにもお願いし回数減少を図っている。過剰な状態ではない。

・当直回数は２〜３回であるが，医師当直規定の実労働時間を越えていた。

　（別紙３）■病院の行った対応（その他）

・宿直明け午後の勤務免除の徹底に向け院内にて方針化（H１７．６）

・NICUについては，医師不足のため大学病院へ派遣依頼をした。

・産科については，変則交代制とした。

・医師不足の中，勤務形態等を直ちに見直すことは困難であるが，医師の当直業務中に，通常業務と同様の

業務を行った場合には，その時間にかかる時間外手当を支給することとした。また，時間外に緊急に呼び

出しを受け医療業務に従事した場合には「時間外緊急医療業務従事手当」を，分娩業務などに従事した場

合には「分娩業務など従事手当」を，救命救急センターで当直中又は緊急に呼び出された医師が救急医療

に従事した場合には「救急勤務医手当」を，それぞれ支給するなど医師の勤務環境の改善を図ってきた。

・直明保証を行った。

・是正中

・是正指導までではないことから，現状通りとしている。

・当直体制の見直し

・現在改善策を検討中である。

・当直料の増額を予定。

・当直明けの休み制度を作った。休む指導はしているが実際は勤務している。

・大学病院の医師は，医学部教員であることから，教育，研究，外勤などにより労働時間を適正に把握する

ことが困難である。従って，時間外割増賃金の対象とすることは難しいが，診療行為を行った場合，手当

を支給することを検討する旨回答した。

・１ヶ月に亘り，宿日直時の診療等の従事時間を調査し時間集計及び同時間に対する時間外手当を計算の上

報告した。

・休暇日を作った。

・宿日直の基準回数を上回った分を時間外手当として支給。

・増額

・非常勤医師を雇用した。

・一部勤務とした。

・院内で定めた基準を超えた診療科については，当直料から時間外手当とした。

・指導の通り対応した。

・非輪番のノーメスを外し，当直明けを委員会発足し，業務改善を図っている。

・患者さんが多い時間帯を勤務又は時間外勤務とし，患者さんが少ない時間帯は，当直と位置づけた。

・対応について労基署と協議し検討中。

・医師一人当たりの当直回数を減らした。

・当直料のアップ，翌日午後より休みとする。

・改善していく方向で検討すると回答。

・宿日直を勤務に変更。
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